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次世代へ豊かな自然の恵みを引き継ぐ
　人々の生活、経済、社会は、豊かな自然環境からさま
ざまな恩恵を享受することで成り立ってきました。こう
した豊かな自然から人間が得られる恵みは生態系サー
ビスと呼ばれ、人類の生存と良質な生活に欠かせませ
ん。しかし現在、人間活動の急激な増大により、自然環
境は急速かつ著しく劣化してきています。これによって、
気候変動をはじめ、砂漠化や生物多様性の損失などの
現象が顕在化し、私たちの生活にもさまざまな影響を及
ぼしています。
　今後もさらなる人口の増加、天然資源やエネルギーな
どの需要の増加が見込まれるなか、自然環境の劣化は
ますます深刻になり、地球環境が本来持つ回復能力の
限界を超え、人々の生活に影響する不可逆的な変化が
起こる可能性が指摘されています。こうした指摘を踏ま
え、持続的な社会の発展のために、自然環境の劣化を

自然との共生社会を目指して

防ぎ地球環境の回復能力を維持することが急務となって
います。
　自然環境の劣化は、食料や水といった資源の枯渇や
汚染、生産基盤の損失、自然災害の発生などを引き起こ
します。特に開発途上国では、経済・社会構造が自然環
境に強く依存しているために、自然環境の劣化が、人間
の安全保障を脅かしています。
自然を守ること、そして自然の恩恵を生かすことは、開
発途上国の課題の解決と、気候変動対策や生物多様性の
保全など地球規模の課題の解決に貢献するものです。
　次世代へ豊かな自然の恵みを引き継ぎ、日本も含め
世界の国々の持続的発展に貢献するためにも、JICAは
サステナビリティ方針で掲げた「海洋環境・森林・水資源
の保護等の自然環境保全」を主目的とした取り組みを強
化します。さらに、これら以外の都市開発や農業開発な
どの分野でも生物多様性の主流化を推進していきます。

自然環境保全クラスター事業戦略

自然と共生する社会を目指して
JICAグローバル・アジェンダの一つ「自然環境保全」

では、陸域、沿岸域の自然環境と人間活動の調和を図
り、自然環境の減少や劣化を防ぐことで多くの恵みを享
受し続けられる社会の構築を目標に掲げています。
JICAは、その実現に向けた戦略として「自然環境保全
クラスター事業戦略」を策定しました。このなかでは、
次の2つを柱に定め、取り組みを進めていきます。
柱1.自然環境を守る
　貴重かつ重要な生態系の保全と劣化した生態系の回
復により、生物多様性が保全されることが重要です。そ
のために、保護区などを設定して自然環境の改変や資
源利用を制限し、影響を和らげ、劣化した生態系の回
復と持続的管理の強化に取り組みます。なかでも、多岐
にわたる利害関係者間の意見を調整するための協議枠
組みを構築するとともに、科学的な情報基盤を整備し、
エビデンスに基づいた意思決定を促すなど、環境ガバ
ナンスの強化に重点を置きます。

柱2.自然環境の恩恵を生かす
　近年、自然がもたらす生態系サービスを水資源の保
全や防災、気候変動対策、コミュニティの生計改善と
いったさまざまな社会課題の解決策として活用する「自
然に基づく解決策（Nature-based Solutions：NbS）」
の重要性が認識されつつあります。JICAは、NbSの導
入によるリスクと効果を科学的に評価し、社会課題の
解決のための政策や計画にNbSを統合することを目指
します。さらに、資金確保と併せてNbSを広く経済・社
会の中で実装する取り組みを進めていきます。
　このクラスター事業戦略では、直接目標（2026年）、
中間目標（2030年）、最終目標（2050年）と、中・長期
的な目標・指標を定めています。また、自然環境への負
の影響を抑える廃棄物管理や汚水管理などの環境管理
のほか、水産資源管理やエコツーリズム、統合水資源
管理など、さまざまな国や地域で自然と共生する社会を
目指した活動を進めていきます。

最終アウトカム：自然環境と共生する社会の実現

条約・国際目標への貢献

中間アウトカム

アクション

共通アプローチ

連携・協働

ラムサール条約 気候変動枠組条約 生物多様性条約 砂漠化対処条約

柱１「自然環境を守る～自然環境の保全・回復～」

政策・計画 地域の現状を踏まえた
実証・モデル化

柱２「自然環境の恩恵を生かす
　　　　　　   ～Nature-based Solutions～」

陸・海域の保護区・OECM※設定と回復が進み、生物
多様性が保全され、情報基盤整備の下、地域住民と
の協働による生態系管理が推進され、資金確保と併せ
て自然環境の保全・回復が進む

NbS導入によるリスクと効果が科学的に評価され、社
会課題解決のための政策・計画にNbSが統合され、
資金確保と併せてNbSが広く展開する

●保全・回復のためのガバナンス強化・制度作り
●保全・回復に必要な情報収集管理システム作り
●地域住民参加による現場での保全・回復
●国内外の面的拡大

●NbS導入のための制度、計画作り
●NbSのインパクトやコストの評価
●現場でのNbSの実践
●国内外の面的拡大

科学的情報に基づく政策・
計画策定能力の向上

住民との合意に基づく自然環
境保全活動の実践・モデル作り

科学的情報基盤
の整備

リソースの確保・
スケールアップ

自然環境の現状を科学的に
把握する体制の構築

国内外の資金・パートナーとの
連携推進

他セクター
（農水産業・水資源管理・防災・都市開発・気候変動） 生物多様性の主流化

※   保護地域以外で生物多様性保全に資する地域（2ther (˨ectiYe area-based ConserYation 0easures）
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NbSを活用した防災・減災

最終目標（2050年）

中間目標（2030年）

直接目標（2026年）

開発途上国・地域での自然環境と共生する社会の実現

上記①～⑤に向けた取り組みの着実な進行

①開発途上国・地域の自然環境の減少・劣化の阻止
②開発途上国・地域でNbSの一層の普及
③上記①②を通じた温室効果ガスの排出削減または吸収
④上記①②を通じた開発途上国・地域の住民への裨益
⑤上記①～④のための開発途上国・地域での自然環境保全に従事する行政官などの人材育成

自然環境保全クラスター事業戦略の目標（起点：2022年）

JICAはNbSを事業の中に浸透させるため、西バルカン地域で森林火災対策に
加えて、生態系を活用した防災・減災の試行的な導入を進めています（P28参照）。
　北マケドニアでは土砂災害予防のための治山、コソボでは雪崩被害予防のため
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多岐にわたります。 コソボの主要な自然災害の一つである雪崩を防ぐため木枠

を設置し植樹している
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JICA REPORT 2024   045

https://www.jica.go.jp/activities/n_files/20241122_1.pdf



